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平成２７年３月２４日（火） 

日本政策金融公庫との連携・協力による創業支援強化について 

株式会社トマト銀行（取締役社長 髙木 晶悟）は、平成２７年４月１日（水）より、株式会

社日本政策金融公庫（国民生活事業）との協調融資制度「トマト創業応援ローン」の取り扱

いを開始し創業支援を強化いたしますので、お知らせいたします。 

当社は、中小企業経営力強化支援法の認定経営革新等支援機関として、創業や新事業

展開を目指す事業者を積極的に支援しておりますが、このたび新たに日本政策金融公庫

（国民生活事業）と連携・協力し、協調融資制度「トマト創業応援ローン」の取り扱いを開始

することで、地域の創業・新事業展開に必要な資金調調達をサポートいたします。 

記 

トマト創業応援ローンの概要 

ご利用いただける方 

以下の①、②を満たす法人または個人事業主 

① 創業の場合： 新たに事業を始める方、または事業開始後５年以内の方 

第二創業の場合： 新事業展開を行う方、または新事業展開５年以下の方 

② 日本政策金融公庫（国民生活事業）の「中小企業経営力強化資金」（注）の

借り入れを同時に行う方 
（注）日本政策金融公庫（国民生活事業）の「中小企業経営力強化資金」は、新事業

分野の開拓の事業計画を策定し、トマト銀行などの認定経営革新等支援機関の

指導や助言を受けている方に日本政策金融公庫が７２百万円（うち運転資金は

４８百万円）を限度にご融資する制度です。 

お 使 い み ち 事業資金（運転資金、設備資金） ただし、旧債振替は除きます。 

ご 融 資 金 額 ２，０００万円以内 

※ 所要総額４，０００万円までは、原則、日本政策金融公庫と同額となります。 

ご 融 資 方 法 証書貸付 

ご 融 資 期 間 運転資金： ５年以内（据置期間６ヵ月以内を含む） 

設備資金： １５年以内で法定償却年限以内（据置期間１年以内を含む） 

ご 融 資 利 率 当社所定利率より年０．５％優遇（変動金利、短期プライムレート連動） 

ご 返 済 方 法 毎月元金均等返済 

保 証 人 個別案件ごとにご相談させていただきます。 

取 扱 開 始 日 平成２７年４月１日（水） 

必 要 書 類 事業計画書 

取 扱 店 舗 
岡山県内全５３ヵ店と福山、赤穂、龍野、姫路、神戸支店の計５８ヵ店 

※ 東京支店、大阪支店では取り扱いしておりません。 

※ ご融資にあたっては当社および日本政策金融公庫それぞれにおいて所定の審査がございます。 

※ 審査の結果、ご希望に添えない場合もございますので、あらかじめご了承ください。 

※ ご融資条件など、詳細につきましては取扱店舗へお問い合わせください。 

 以 上

• 平成２７年４月１日（水）より、日本政策金融公庫との協調融資制度「トマト創業応援ローン」

を取り扱います。 



 

 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

※ ご融資にあたっては当社および日本政策金融公庫それぞれにおいて所定の審査がございます。

審査の結果ご希望に添えない場合がございますので、あらかじめご了承ください。 

                                                                                         

ご利用いただける方 

次の条件を全て満たす法人および個人事業主のお客さま 
① 【創業の場合】 新たに事業を始める方、または事業開始後 5 年以内の方。

【第二創業の場合】新事業展開を行う方、または新事業展開後 5 年以内の方。

② 日本政策金融公庫（国民生活事業）の「中小企業経営力強化資金」の借入を

同時に行われる方。 

資 金 使 途 事業資金（運転資金、設備資金） ただし、旧債振替は除く 

ご 融 資 金 額 

20百万円以内 
※所要総額40百万円までについては、原則、日本政策金融公庫と同額のご利用。

（例）所要総額20百万円…原則、当社・日本公庫10百万円ずつのご利用 

   所要総額50百万円…原則、当社20百万円・日本公庫30百万円のご利用。 

ご 融 資 形 式 証書貸付 

ご 融 資 期 間 運転資金 5年以内（据置期間6ヶ月以内を含む） 

設備資金 15年以内で法定償却年限以内（据置期間1年以内を含む） 

ご 融 資 利 率 当社所定利率より年0.5％優遇（変動金利、短期プライムレート連動） 

ご 返 済 方 法 毎月元金均等返済 

保 証 人 「経営者保証に関するガイドライン」に則り、個別案件ごとにご相談させてい

ただきます。 

必 要 書 類 事業計画書 

取 扱 店 舗 全店舗（東京支店・大阪支店を除く） 

トトママトト創創業業応応援援ロローーンン 

（2015.04） 

日本政策金融公庫（国民生活事業）「中小企業経営力強化資金」の概要 

●「ご利用いただける方」…次のすべてに当てはまる方 
・創業、経営多角化、事業転換、新商品の開発等により新たな市場の創出を目指す方。 
・事業計画の策定を行い、認定経営革新等支援機関による指導・助言を受けている方。 
●「ご融資期間」 
・運転資金 5 年以内（特に必要な場合は 7 年以内）＜うち据置期間 1 年以内＞ 

・設備資金 15 年以内＜うち据置期間 2 年以内＞ 

※詳しくは日本政策金融公庫の各支店までお問い合せください。 

との協調融資 


